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各教員組合との意見交換における主な意見について 

〇 フォローアップ会議の開催に先立ち、現場の教員の意見を聞くことを目的として、

以下のとおり、各教員組合との意見交換を実施した。 

・平成 31 年 1 月 18 日（金）午前 10 時～   愛知県教員組合 

・平成 31 年 1 月 22 日（火）午後 3時 30 分～  教育合同労組・愛知、尾東学校労働者組合

・平成 31 年 1 月 23 日（水）午後 3時 30 分～ 愛知県教職員労働組合協議会 

・平成 31 年 1 月 24 日（木）午後 3時 30 分～ 愛知県高等学校教職員組合 

・平成 31 年 1 月 25 日（金）午後 3時 30 分～ 愛知公立高等学校教職員組合 

・平成 31 年 2 月 1 日（金）午後 3時 30 分～ がっこうコミュニティユニオン・あいち

〇 意見交換の場で出された主な意見については、以下のとおりである。 

【在校時間管理の適正化について】 

・年々、在校時間が徐々に減っていることは認めるが、これでは目標達成は困難であ

る。しかも、在校時間調査は基本的に自己申告なので、客観性の面で疑問である。

もっとしっかり県教委は認識してほしい。 

・課題として、県教委の指導がどの程度のものだったのかということが挙げられる。

校長の責任をしっかり問うべきである。 

・まずは実態把握である。実態が把握できなければ、取組も不可能である。 

・厚生労働省は、IC カードなどの客観的な把握方法がとれない場合は、管理職が現認

するよう求めている。現認のほうが大変なはずなので、IC カードを導入すればよい

のではないか。IC カード導入までの間、管理職に現認させていた自治体もある。な

ぜいつまでも自己申告なのか。本来、原則は現認であり、どうしても自己申告をせ

ざるを得ない場合は、なぜ自己申告なのか、対象者にしっかり説明することになっ

ている。 

・年に何回も人事担当者会議をやっているのに、なぜ在校時間が減らないのか。割振

変更簿の活用も進んでいない。真剣に指導しているのか。 

・在校時間が月 80 時間を超えそうな教員には、例えば 60 時間程度の時点で校長が面

談すべきであり、そのような通知が県教育委員会から出せないか。 

・県立学校５校で在校時間管理の電子化を試行しているが、カードリーダーが各校１

台では少ない。また、総務事務システムとの連動を可能にすべきである。 

・勤務時間の割振変更は、これまで組織的かつ事前計画されている行事等に係るもの

だけが対象であった。中央教育審議会の答申も公表され、授業準備や部活動指導も

勤務として外形的に把握することになったため、割振変更の対象とすべきである。 

資料６ 
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・「教員の多忙化解消プラン」の数値目標の達成については、相当な努力が必要であ

る。現状を見ている限りではなかなか減らないのではないか。中央教育審議会答申

では、さらに月 45 時間、年間 360 時間というガイドラインを示している。 

・県立学校における夏季休業中の学校閉庁日の設定について、平成 31 年度以降は原

則として 3～5 日程度を設定するよう県教育委員会から通知があったが、設定日数

をもっと増やしていただきたい。 

・中教審の変形労働時間制の導入には安易に同調しないようにしてほしい。 

・小中学校についても、全県の開錠・施錠時刻を県として示してもらいたい。また、

人事評価項目に在校時間管理や執務環境改善に関する取組を盛り込んでほしい。 

・各校の衛生管理体制の構築を図るべきではないか。良い事例ばかりではなく、悪い

事例も積極的に出し、こうあってはならないという観点も必要である。 

【部活動について】 

・部活動指導ガイドラインは市町村間の不公平感を払拭できる内容になると期待して

いたが、朝練習の禁止にも踏み込んでおらず、中途半端な内容となっている。 

・部活動指導ガイドラインでは、部活動の意義を主張しているが、学校施設は部活動

を想定していない。あくまでも体育の授業を想定した構造になっている。部活の意

義を声高に取り上げることはおかしい。 

・小学校の部活はおかしい。学習指導要領に記載されていないものを県のガイドライ

ンに載せるのか。削除すべきだ。 

・小学校の部活動は地域の大会があるからやらざるを得ない。よって、大会をいかに

減らしていくかがポイントである。 

・部活動の朝練習について、もう何年も前から実施していない市町村もある。特に問

題も出ていない。そういった事例も紹介していってはどうか。 

・部活動指導のガイドラインは多忙化解消の観点から策定されたはずなのに、その趣

旨からずれている。アスリートは学校外で育てていけばいい。 

・初任者研修の手引には「初任者は、部活動の顧問は副顧問」と明記されているのも

かかわらず、正顧問に就任している初任者がいる市町村がある。 

・国の年間 360 時間以内という方向性をみても、部活はもはや継続できない。 

・部活動総合指導員について、組合調査では概ね好評である。今後も拡充していただ

きたい。課題としては、意義が学校全体に伝わっておらず、十分に活用されていな

いこと、再任用教諭が多く若い顧問が引率などを依頼しにくい実態などがあり、管

理職のフォローが必要である。 
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・学校施設は教育課程内の活動を想定して設置されている。部活動を想定していない。 

・部活動ガイドラインの実効性の担保が必要である。 

・休養日の設定に対して、県としてインセンティブを設定していただきたい。 

・名古屋市内の県立高校の大会など、上部団体の大会がないものは廃止できるのでは

ないか。 

・部活動の意義は理解するが、制度的に枠をはめることが必要である。部活動指導ガ

イドラインを守りたくても、現実には試合が多くて守れない。大会があっても出場

しないという判断も必要であるし、一気に活動時間を減らすことができなくても、

部活動指導員制度を拡充することで、教員のかかわりを少しずつ減らすべきである。 

・教員が多忙なだけでなく、生徒も睡眠時間が不足している。部活動をやりたい教員

とやりたくない教員の両方が納得できるような合意形成が必要である。 

・中央教育審議会の答申では、「部活動を勤務時間に含む」としている。そうであれ

ば、対価を払うべきではないか。 

・部活動の顧問は希望制にするべきである。服務監督権は、県立学校なら県教委、小

中学校なら市町村教委にあるので、そこが意識しないとどうにもならない。 

・また、近年、保護者からの相談も多く、内容も複雑になっている。部活動をやって

いると夜遅くなり、肝心の授業研究まで手が回らない。 

・部活動は、時間外勤務前提でしかやりようがない。特に小学校は 4教科で教材研究

が必要な上、同じ授業を他のクラスで行うこともない。 

【具体的な業務の削減について】 

・給食費の徴収に関しては、市町村によって違うものの、学校給食費会計事務を学校

業務から切り離すなどの先行事例を紹介するような計画はないのか。 

・また、口座引き落としができなかった場合の対応が、いつまでたっても教員では教

員の多忙化解消はできない。中教審のガイドラインでは、給食費の徴収の在り方に

ついて国が方針を示すということであるが、県の方向性はどうなのか。 

・生徒指導要録、調査書について、県として分量を制限していただきたい。 

・研修について、宿泊研修は時代の流れに沿っていないのではないか。また、10 年経

験者研修も負担になっている。初任者研修の報告書の見直しなど、総量抑制を検討

していただきたい。 

・検定や補習について、ＰＴＡからの依頼とはいえ、学校活動の一環であり、実態と

して依頼があれば断れない。補習は「丸抱え」の文化であり、生徒の自主性を育て

られるか疑問であり、教員の多忙化にもつながっている。 
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・全国的には、通学時の交通事情などもあり、早朝補習を実施している地域は少ない。

補習そのものの是非についての意見集約は困難かもしれないが、早朝補習は廃止の

方向で検討できないか。 

・研究論文による弊害は大きい。自由応募と言っておきながら、採用２年目、５年目

に論文を書かせるという市がある。県としてそういったことはやめさせ、強制する

ことのないように指導すべきである。 

・特別支援学級の担任を短時間再任用教諭の２人で実施している実態があるが、極め

て問題であり、課題がある。 

・国が動かなければ実現できない課題もあるし、予算が必要な課題もあるが、県独自

で、予算がなくても工夫や制度変更でできることもある。開錠・施錠時間の設定、

部活動の時間制限など、実現可能なことを拾い出して推進すべきである。 

【定数の確保等について】 

・小学校では外国語科導入の負担が大きい。出入国管理法・関連法の改正に伴い、外

国人児童生徒の対応がますます困難になる。対応する人員を確保すべきである。 

・人材確保のため、教師の魅力ややりがいを伝えていくことは大切な視点だと思う。

今現場では、２年目３年目となると急に仕事が増える。主任を任されたり、校務分

掌が増えたりする。そんな時、サポート体制があるのとないのとでは多忙感が違う。

複数体制で仕事ができると多忙感も減るし、やりがいも増えると感じる。 

【管理職も含めた現場の意識について】 

・管理職により、多忙化解消に対する意識にはバラツキがある。まじめに取り組んで

いない管理職もいる。 

・管理職に対する労務管理の研修をしっかりやらないといけない。プランも読んでい

ない校長がいるのではないか。労働関係法令を知らなさすぎる管理職がいる。 

・管理職も大切だが、教務主任が学校のさまざまな計画を作成する。教務主任にも労

務管理の研修が必要である。 

・タイムカードの導入がなされたものの、記録が正確ではない市町村がある。土日は、

管理職がカードを入れないので、一般の職員はカードが入れづらい。暗に増やさせ

ないような無言の圧力がある。 

・市町村については、教育長のリーダーシップによるところも大きい。小学校で手づ

くりテストを行うなど、多忙化の解消が遅々として進んでいない市町村もある。 

・同じ教科の教員から、授業について質問されることはまずない。「時間内なら質問

には答えるよ」と言っているが、時間内に質問する時間がないせいである。 
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・教材研究は最も大事なことだが、学校ではやる時間がないので、おそらく皆持ち帰

りでやっていると思う。 

【県民・保護者等への周知等について】 

・多忙化解消に向けての全県的なキャンペーンを実施していただきたい。 

・中教審答申が表明した「教員の本来業務でない業務」は、しっかり保護者に伝えな

くてはならない。 

・「地域の運動会には対応しませんよ」と校長がはっきり伝えられればよいが、なか

なか言えないので、県教委が考え方を示していただきたい。予算措置は不要である。 

・県教委が、保護者に対しては「学校はここまでしかやりません」、現場には「過労死

するほど働くな」と言うしかない。 

・県民や民間を巻き込んだ運動として、他の団体と連携を取り、教員の働き方改革を

話題にしていきたいと考えている。 
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県教委多忙化解消フォローアップ会議への意見書　　尾東学校労働者組合
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愛知県教職員労働組合協議会（愛教労）の

部活動への緊急提言

2019年 2月
はじめに

学校で行われる部活動は学習指導要領で次のように規定されている。

「 生徒の自主的，自発的な参加により行われる部活動については，スポーツや文化及び

科学等に親しませ，学習意欲の向上や責任感，連帯感の涵養等に資するものであり，学校

教育の一環として，教育課程との関連が図られるよう留意すること。その際，地域や学校

の実態に応じ，地域の人々の協力，社会教育施設や社会教育関係団体等の各種団体との連

携などの運営上の工夫を行うようにすること 」

現在、日本全国で実施されている部活動は、参加を強制したり長時間拘束したりして、

この規定から大きく逸脱している。わたしたち愛知県教職員労働組合協議会（愛教労）は、

現状の部活動を「ニセ部活動」と指摘し、部活動が本来の「生徒の自主的，自発的な参加

により行われる部活動」になるように以下の緊急提言を発表する。

1、小学校部活動の廃止
現在、愛知県下のいくつかの地域では小学校部活動が行われている。（愛知県教委調べ

によると 8割の地域で実施）しかし、部活動について小学校では「学習指導要領」に定め

がなく教育課程外の活動である。つまり小学校では部活動を実施する根拠がない。

また、子どもの発達段階からみても、小学生の時期に激しいスポーツを行うことに疑問

を呈する学者もいる。小学生は授業などの学校生活で疲れているのに、さらに部活動を行

わせ、長時間学校に拘束しておくことに疑問の声もあがっている。

現状の愛知県下の小学校部活は主に小４・５・６年生が参加している。しかし、児童数

の少ない小学校では、大会に参加するため、バスケットボールの公式戦で小学 3年生がオ

フィシャルという審判補助要員をしているという実態もある。また、ある地域では小学 2
年生が部活動に参加していることも分かった。

結論 小学校部活動は直ちに廃止する。

2、中学校部活動における朝練習の禁止
朝の人間の体は目覚めたばかりで運動できる状態にない。スポーツ専門家も「起きてか

ら 3時間以降にスポーツを実施することがよい」と指摘している。実際、長野県教委は「朝

の部活動は睡眠不足や授業への影響も懸念される」として原則禁止をうたっている。

また、早朝練習を実施すると生徒の登校中の事故や事件にもつながる懸念がある。今後

夏場の部活動が制限されるにつれて、朝練習が増えていくことが懸念される。朝の時間帯

は医療機関も開いてない。そんな時間に怪我も想定される部活動を実施することは危険極

まりない。つまり、いかなる議論がされようと、朝練習は百害あって一利なし。

結論 中学校部活動における朝練習を禁止する

3、中学校部活動における生徒の参加の自由
学習指導要領でも部活動については「自主的なもの」と、位置付けられている。その趣

旨からいっても、生徒に部活動への参加を強制することは間違っている。生徒の部活動へ

の参加する、しないの自由があることは極めて当然のことである。

生徒を部活動に強制的に参加させるという発想は、そもそも「子どもを自由にするとよ
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からぬことをする」という生徒指導上の管理的発想から部活動をとらえる向きがいまだに

ある証拠である。

また、いやいや部活動をやらせたために部活動内で人間関係のあつれきがおき、生徒を

自死に追い込む事態も全国でおきている。つまり部活動への参加の強制はいじめを助長し

ているといってよい。

結論 中学校部活動における生徒の参加・不参加の自由を保障する

4、中学校部活動における顧問を引き受ける、引き受けな

いの自由を保障する
そもそも学校は正規の教育活動(当然、勤務時間内)を行うところである。教員が部活動

顧問を引き受けたために、平日の時間外勤務はもちろん、土日にも練習や、大会で時間外

勤務を強いられているのが実態である。また、部活動顧問をさせられたことにより、教材

研究の時間が奪われ、健康状態も悪くして教育の質が低下していることは明らかである。

部活動顧問を引き受けると、いやがおうにも時間外勤務におよんでしまう。教員は給特

法の規定から時間外勤務を命じられることはない。教員には正規の教育活動ではない不正

常な部活動顧問を引き受けるか、引き受けないかの選択の自由があることは明白と考える。

校長は教員に部活動顧問を強制している。これはパワハラ行為であり、ただちにやめさ

せなくてはいけない。

結論 中学校部活動における顧問を引き受けない自由を保障する

5、新任教員や臨時教員に部活動顧問をさせない
教員の第一義的責務は教員として授業をきちんと行うことである。そのためには教材研

究の時間は必須である。とりわけ新任教員はそのことに専念すべきだ。しかし現状は勤務

時間外に部活動指導をし、その後に教材研究や学級事務等を行っているのが実態である。

将来ある新任教員を指導者として育てることは愛知県教育委員会、市町村教育委員会、校

長の重大な責務である。

また、臨時教員は通常、正規教員と同じように働いている。児童生徒、保護者の前では、

正規も臨時もない。

臨時教員の人は、教員採用試験前の最も大切な時に部活動の指導に駆り出されるという

実態がある。部活動指導を断ると次年度以降の自分の任用に影響がでるのでは、という心

理が働き、やむを得ず部活動指導をしている、というのが事実である。

採用試験に受かるかどうかは、臨時教員の人生に関わる問題である。人の人生を部活動

顧問にする事で奪ってよいはずがない。

結論 新任教員や臨時教員に部活動顧問をさせない

おわりに
現在、文部科学省やスポーツ庁をはじめ各機関やスポーツ団体からさまざまな部活動に

関するガイドラインなどが出されてきている。しかし、残念ながら教職員組合からの積極

的なアプローチは少ない。愛知県教職員労働組合協議会（愛教労）は、教職員組合のひと

つとして、教職員の働き方からみて、今の部活動のありかたはどうか、児童生徒の健康面

から考えてもどうだろうか。いや本来の教育活動からみて今の部活動のありかたは見直さ

なければ、と考えて 5つの緊急提言を発表する。わたしたちの教育の条理に基づいたささ

やかな提言が部活動改革の一助になることをせつに願っている。
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「教員の多忙化解消プラン」に対する意見

愛知県高等学校教職員組合

○「１年単位の変形労働時間制」の導入中止を国へ要望

○給特法の改正を国へ要望

○「教員免許更新制」の廃止を国へ要望

○定数増と持ち時間数の縮減

○パソコン・ネットワークシステム等の整備・保全のための人的配置

○入力場所の拡充などアイシステムの改善

○実効性ある超勤管理

○有料道路、駐車場使用の本人希望を踏まえた対応とそのための十分な旅費予算の確保

○私費会計（学年会計、学年積立金会計等）を中心とした会計処理の事務への移管

○公簿、各種書類の統合･廃止、簡略化

○部活動の負担軽減（含特別支援学校）

（１）「部活動総合指導員」の拡充

（２）部活動ガイドラインの実効性確保

・実効性確保に向けた仕組みづくり

・「週当たり２日（平日に１日と週末のいずれか１日）以上の休養日」の徹底

・活動時間を「平日２時間程度、休業日３時間程度とする」ことの徹底

・「始業前の活動について補助的で最小限の活動とする」ことの徹底

（３）大会数の削減（含競技会）

（４）公式戦の祝日開催の削減

○官製研修（初任研・２年研・３年研・５年研・10 年研）の縮減

・校外（宿泊を含む）研修・校内研修の日程及び報告書の縮減･簡素化

○その他

・出張数･対象者数の縮減、各種研究指定校の縮減、周年行事の原則的廃止

・教員表彰及び教員評価制度における部活動の扱いの見直し

＜高等学校関連＞

○週休日を中心とした勤務時間外における補習、模試、検定の負担軽減とそのための実態調査の実施

・補習･土曜開放のガイドライン（上限）の設定

・模試の監督業務からの教員の除外（除施設管理者）

・模試及び検定の校外実施の拡充

・検定業務（監督･採点）の見直し

○超勤を前提とした行事日程の改善

・採点及び成績処理の時間確保、保護者会等の時間確保

＜特別支援学校関連＞

○過大過密の解消と実態にあった重複認定

○宿日直勤務における勤務実態に応じた割振り変更の実施による負担軽減
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   2019 年１月 25 日 

愛知県教育委員会   

事務局教育企画課長殿 

                                            愛知公立高等学校教職員組合 

                                            執行委員長 伴 孝治 

「教員の多忙化解消」を実現するための意見 

Ⅰ 在校時間 

 １．各校の開錠・施錠時刻の設定を現在の目安より狭める必要がある。また、定めた基準について

実施状況の調査と指導が必要である。 

 ２．週休日及び勤務時間の割振りを変更した場合には、管理職が個々の職員について変更簿と実態

が一致していることを確認する必要がある。 

 ３．夏季休業期間中の学校閉庁日の設定日数を５日以上とするよう強力な指導を行う必要がある。 

 ４．電話対応については、以下の整備が必要である。 

① 番号非通知の電話は受け付けない。 

② 応答前に相手方に録音機能が付加されていることを案内する。 

③ 正規の勤務時間外は、自動応答メッセージによる対応とする。 

 ５．長時間労働対策は、全体の平均在校時間にも注目して取り組むべきである。 

Ⅱ 部活動 

 １．正規に割り振られた勤務時間の枠外での活動を制限すべきである。 

２．ガイドラインに沿った休養日の設定とその実態について、調査と指導が必要である。 

３．長期休業中の部活動日数を休業日数の１／２以下に設定するよう指導するとともに、実態を点

検する必要がある。 

４．高体連、高文連以外の団体（協会）が主催する競技会、行事への参加を制限する必要がある。 

５．教員表彰においては、部活動指導を選考理由から排除すべきである。 

Ⅲ 研修等 

 １．初任者研修、経年経過研修の内容を精選し、日数と時間についても縮減を図る必要がある。 

２．１の研修と教員免許更新講習が重複する場合には１の研修の一部を免除する必要がある。 

Ⅳ その他 

 １．「教員の多忙化解消プラン」とその実現に向けたとりくみについて、大規模なキャンペーンを展

開する必要がある。 

２．給特法の廃止を国に働きかける必要がある。 

３．総括安全衛生委員会への参加もしくは会議の傍聴をすべきである。 

４．関係各課間の『遠慮』や『配慮』が存在する状況では、取り組みは進まない。強力な権限を有

する実行責任者が必要である。 
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